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建設経済統計調査室長 長町 大輔

『建築物リフォーム・リニューアル調査』の実施について（協力依頼）

平素から国土交通行政に格別のご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し

上げます。

さて、建築物リフォーム･リニューアル調査は、平成２０年度よりリ

フォーム・リニューアル工事の市場規模及び動向の把握を目的として実

施しており、調査結果は、住宅・建築行政における基礎資料に資すると

共に、関係業界においても活用されているところです。

一方、近年のストック重視型社会・環境配慮型社会の実現に向けた社

会経済情勢の変化による統計需要に対応するため、平成２８年度より調

査内容の見直し、統計精度の向上及び公表時期の早期化等の改定を行っ

たところですが、更なる公表時期の早期化を図るため、今年度より調査
結果を四半期毎に公表することとしました。
つきましては、今年度も下記のとおり調査の実施を予定しております

が、調査票の提出回数が半期毎から四半期毎に変わるため、混乱や回収

率の低下等が懸念されることから、貴協会会員各位への周知等について

特段のご高配を賜りたく、御協力をお願い申し上げます。

記

① 平成30年度第１四半期受注分調査（４～６月分）

調査依頼：６月中旬 提出期限：７月13日

② 平成30年度第２四半期受注分調査（７～９月分）

調査依頼：６月中旬 提出期限：10月15日

③ 平成30年度第３四半期受注分調査（10～12月分）

調査依頼：12月上旬 提出期限：翌年１月中旬

④ 平成30年度第４四半期受注分調査（翌年１～３月分）

調査依頼：12月上旬 提出期限：翌年４月中旬

※①と②及び③と④は、それぞれ同時に調査依頼の送付を行います。
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調査票４～７頁調査票２・３頁

Ⅲ 個別の元請工事内容（2億円未満の工事） について Ⅳ 個別の元請工事内容（2億円以上の工事） について

設問Ⅲは、２億円未満の調査対象工事について、記入してください。

各月２件まで記入してください。

各月の１番目及び２番目に受注した調査対象工事を選択してください。
（日付の新しい順番です。意図的に、大規模な工事に偏る選択はしないでください。 ）

設問Ⅳは、２億円以上の調査対象工事すべてについて、記入してください。（３ヶ月間に受注した工事）

設問Ⅳには、契約月を記入する欄がありますが、これ以外の設問は、設問Ⅲと同じです。

「14. 工事目的」で「3.省エネルギー対策」を選択した場合、その工事部位
を選択してください。

☞省エネ対策の工事例（この手引きの４頁）

14-2. 省エネ対策の工事部位

当該月１件目の列に、その１件を記入して下さい。当該月の受注件数が１件の場合

当該月の１件目・２件目の列は空欄のまま、提出してください。当該月の受注件数が０件の場合

☞ こんな場合は
２億円以上の調査対象工事がない場合 空欄のまま、提出してください。

☞ こんな場合は

回答記入欄が足りない場合

（ ３ ）（ ２ ）

番
号
で
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

複
数
回
答
が
可
能
で
す
。

番
号
で
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

国土交通省HPに掲載している電子調査票（Excel形式）をご利用ください。
【URL】 http://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/rrs.htm

12. 工事種類

「3.改装・改修工事」と「4.維持・修理工事」の区別は、この手引き４頁の
調査対象工事例を参考にして選択してください。

☞ 調査対象工事例（この手引きの４頁）

12-2. 建築工事届の有無
届出無しについて違法性を問うものではありません。
他の統計調査との重複を避けるためですので、実態を記入してください。

☞建築工事届とは、

10㎡以上の建築物を新築、増築、改築、又は移転する場合に、
都道府県知事あてに提出する届出のことです。

6. 発注者

1. 公共
国、都道府県、市区町村、独立行政法人、地方公営企
業、公立大学法人、政府関連企業（日本高速道路(株)３
社、首都高速道路(株)、郵政事業関連会社等）

3. 管理組合
区分所有されている建物について、共用部分を維持管
理するために、区分所有者で構成された団体

4.民間企業等
営利を目的とする団体。（一般企業、ＪＲ３社（東日本、東
海、西日本）、ＮＴＴ各社、東京地下鉄(株)（東京メトロ）、
全国農業共同組合中央会（ＪＡ全中）、第３セクター等）

9. 用途変更の有無

☞用途変更とは、

既存建築物の用途（事務所、飲食店、物販店舗等）の全体又は過半を
別の用途（住宅以外）に変更することです。
建物内の部屋の用途（事務室、湯沸室、トイレ、廊下等）を変更したり、
間取りを変更することではありません。

例 ： 工場を改装して倉庫に → 用途変更あり
事務所内の倉庫を改修して、トイレに → 用途変更なし



                        

建築物リフォーム・リニューアル調査報告（平成 29 年度上半期受注分）（概要） 
 

平成 29 年度上半期の建築物リフォーム・リニューアル工事の受注高 

受注高の合計は、     6 兆 7,333 億円（前年同期比 11.6%減） 

うち、住宅に係る工事は、 1兆 9,688 億円（    同 37.1%減） 

非住宅に係る工事は、4兆 7,644 億円（    同 06.2%増） 

■用途別受注高の割合（表 2-1 より） 

・住宅に係るリフォーム・リニューアル工事の受注高においては、「一戸建住宅」（1 兆 861 億円、前年

同期比 33.8％減）、「共同住宅」（8,162 億円、同 40.5％減）の順に多い。 

・非住宅に係るリフォーム・リニューアル工事の受注高においては、「生産施設（工場、作業場）」（1兆

399 億円、同 36.6％増）、「事務所」（1兆 396 億円、前年同期比 19.9％増）の順に多い。 

     
■工事受注高の推移（表 1-1 より） 
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工事受注高の年度別推移 億円 

○詳しくは､ＨＰにて公表しています。  URL：http://www.mlit.go.jp/statistics/details/jutaku_list.html 
 

○建築物リフォーム・リニューアル調査報告 掲載表一覧 
  

表 1-1 受注高の推移 ※平成 29 年度上半期計、平成 29 年度上半期①（4～6 月）、平成 29 年度
上半期②（7～9 月）のそれぞれについて、左記表 1-1 から表 2-5 を掲載 表 1-2 工事種類別 受注件数･受注高 

表 1-3 業種別 受注件数･受注高＜住宅＞ 

表 1-4 業種別 受注件数･受注高＜非住宅建築物＞ 参考表

1-1 

住宅に係る工事の業種･規模(年間完成工事高)別 調査対象者

数と回収数(単純集計) 表 2-1 用途、構造別 受注高(Ⅲ,Ⅳ個別工事による推計値) 

表 2-2 発注者、工事種類別 受注高(Ⅲ,Ⅳ個別工事による推計値)   

表 2-3 工事目的別受注件数(Ⅲ,Ⅳ個別工事による推計値) 
参考表

1-2 
非住宅建築物に係る工事の業種･規模(年間完成工事高)別 
調査対象者数と回収数(単純集計) 

表 2-4 工事部位別受注件数(Ⅲ,Ⅳ個別工事による推計値)   

表 2-5 建築の時期、構造別受注高(Ⅲ,Ⅳ個別工事による推計値) 

 

住宅 

1 兆 9,688 億円 

非住宅 

4 兆 7,644 億円 

単位：（億円） 単位：（億円） 

：住宅    ：非住宅 




